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Ⅰ 問題の所在
イギリスにおいて障害者の市民権法案が議員立法として提案されたのは, 90 年代初頭に至っ
てからのことである. すでに 70 年代末には, 国連やヨーロッパ経済共同体の動向 (諸決議・決
定, 各種行動計画の具体的実施) ないし ILO 条約・勧告の採択 (150 号条約・168 号勧告) など
に触発され, 法案作成の準備に取り組んでいた. 英語圏はもとより諸外国が, 障害者に関する差
別禁止法制や市民権・公民権立法を着々と制定していくなかで, イギリスは女性差別禁止法 (19
75), 人種差別禁止法 (1976) には素早く対応したものの, 障害者のそれは市民権運動 (civil
rights movement) からのアプローチにもかかわらず大幅に遅れていたのである.
また, イギリス労働法制がヨーロッパ人権条約等から少なからぬ影響を受けた(1), のとも異な
り, 障害者の人権議論は労働法上の問題として語られない特殊事情 (市民生活・健康管理へのア
クセス, 仕事の完成度など) があって, HIV/AIDs, 薬害などを除けば一般的には別個の法体
系をなすものとされてきた. それは, 本質的に ｢商品｣ でないはずの労働力を商品化した, 賃労
働の支配的な社会においては, 障害労働は馴染みえない部分があるからであり(2), 各種憲章や条
約において障害者の差別禁止, 人権保障が厳粛に ｢宣言｣ されても, 国内法的には政治的プロパ
ガンダであり政治的ガイダンスに止まる場合が少なくない事情もあって, 市民社会をアーチ形に
覆った障害者の機会均等扱いは一般法上および特別法上規定されなかったのである(3).
障害者の経済的・社会的統合化の国際的潮流のなかにあって, イギリスが法制定にたどり着く
までに約 15 年の歳月を要したのである.
本稿では, 障害立法に向けたそれぞれの立場からの論陣に焦点を当てる. 70 年代末にその端
を発し 90 年代初頭に提案された市民権法案から障害者差別禁止法 (DDA. 1995) 制定に至る過
程の, 節目をなした障害立法への新しい理論的アプローチおよび急展開をもたらした議会審議等
に着目し, とりわけ, 障害者側ニーズ論, 市民権法案, 新保守主義からの法案をめぐる論争点な
どに注目したい. それは, コスト・財政問題が避けて通れない転換期の, それぞれの立場からの
アプローチの一端を垣間見ることでもある.
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一応つぎの 3 点, 1 つは, '90 年代初頭からの議員立法化の模索と障害者側ニーズ論の立法ア
プローチへの転換, 2 つは, 障害立法に関する共通認識の形成とコスト・財政問題をめぐる院内
審議の急展開, 3 つは, コスト・財源問題, 経済的整合性を基軸においた政府 (保守党) 案の迅
速な立法化, を切口として考察する(4).
Ⅱ 議員立法化の模索とニーズ論の転換
1 議員立法化の模索
1979 年, アルフレッド・モリス (労働党, 障害者担当相, 慢性疾患及び障害者法・
Chronically Sick and Disabled Persons Act 1970 の提案者) は, 障害者に対する制約に関する
調査委員会 (Committee on Restrictions Against Disabled People) を立ち上げ, 1982 年政府
に対し,
①障害を理由とする差別禁止法をすみやかに制定すべきこと
②同法は差別が派生するあらゆる分野をカバーする法であること
③調査, 調停権限を備えた常設機関ないし委員会を設置し, 必要な場合は個人としても提訴可
能な措置を講ずべきこと
などを骨子とする報告書を提出した(5). その後, 労働党から保守党へ政権が移行するに及んで,
同報告書に関する政府回答を引き出せないまま立法作業は一時的に中断したが, その間, 同委員
会メンバーは議会手続を踏まえた議員立法化の道筋を模索した. とりわけ, 1990 年の ｢障害を
持つアメリカ人法・ADA｣ に触発され, 以降, 幾つもの障害者市民権法案 (Civil Rights
(Disabled Persons) Bill) が提案されることになる.
そのなかで, モリスらが提案した市民権法案 (1991) は, 上記報告書の趣旨に則し, 障害者の
雇用確保を第一に掲げ, 住居, 教育, 公共輸送, 施設, その他商品・サービスなど広範な分野に
おける, 障害に基づく差別の禁止, 障害者の諸権利の確立を目指すものであった(6). 従来, 議会
では障害者に関するそれら事項はそれぞれが関連性をもちながら個別の枠組みで審議されてきた
ことを省みるならば, 同法案は障害者の自立, 地位向上に不可欠要素としてそれら事項を連動的,
総合的に捉えた法制を目指した点で, 従前の発想とは決定的な違いがあった.
だが直ちに, ロバート・ヘイワード (保守党) 等から ｢時期尚早｣ 論が飛び出し (特に第 2 読
会の段階), 審議の進展を図ることはできなかった(7). この反対論は, 同法案を廃案に追い込む
効果を上げえたが, 他方で立法に照準を合わせた議論を白熱化させ, 障害者の市民権運動を勢い
づける逆効果をもたらすことになった.
その運動を盛り上げた理論のなかの 1 つに, ニーズ論からの立法議論を上げることができる.
その概要と転換過程を, 議会審議との接点 (内容的一致点は乏しいが) ないし乖離を見極めるた
めに, 以下にみておくことにする.
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2 ニーズ (Needs) 論からの ｢立法議論｣
1) ニーズ論からの人権論
 転換の要因
いまだ障害者の自立と地位向上の手段としての人権論が未発達のなかで, 障害者の市民権運動
は自主組織の拡大と機会均等扱いを追求する動機付けに, 大きく貢献した. ニーズを充たすべき
アプローチをベースにおいた理論について, アリソンは, この理論はしばしば明文の権利を根拠
に構成される場合もあるが, 司法上の枠組にとらわれずすぐれて自然権的・哲学的思考性の強い
権利主張, ないし明文化され具体化されることを政策的に要請する性格の強い理論と位置づけ(8),
あるいはキルステインは, 障害者の社会的ニーズを充たすべき財源への権利論, と特徴づけてい
る(9). こうした性格づけに裏打ちされたニーズ論から発せられる立法アプローチの軸足が, 人権
の確立を基礎においた理論に切り替えられ(10), 徐々に, 障害者の市民権運動に携わる人々や団体
からの支持を広めたのである.
ニーズ概念と人権概念を峻別した二分論の立場, ニーズと人権の両概念はオーバーラップする
との立場などがあるなかで, アリソンは後者の立場から, 人権保障とその実効性確保との間の緊
張関係に視点を向けた. すなわち, 人権は障害者の自立, 地位向上運動の重要な手段であり, か
つシンボリックな価値を担うものであるが, 人権の定義, 形態, 適用範囲およびその実質的効果
は, ｢予算規制｣ と深くかかわって政策立案者・政治家, 判事, 実務家などに委ねられ, 結局,
規制つき ｢人権｣ 概念が打ち立てられ, そこに厳しい緊張関係が介在することになる(11), として
いる.
では, どういった側面において緊張関係が派生し, どういった理由が人権重視へ軸足を転換さ
せることになったのか, が問題となる.
 財源へのアクセスと国の指導・運用
障害者はどのようにして市民社会の自立した一員になるかについて, コミュニティケア政策と
その実施過程にかかわる国の指導 (Department Health 199：27) は, ｢地方自治体は財源の利
用可能な範囲内でニーズを充たすべく義務を負う｣ としており, こうした指針に基づき特定の介
護機関や権限を有する各々部署がニーズの定義を行い, それが実際の運用を複雑化させる. 国家
(法) と地方自治体における違い, 財源の有効利用と地域需要の格差が生ずることになる(12).
地方自治体は, 障害者のニーズ評価と予算規模との関係をどのように査定し, 運用できるか.
地方自治体が負う障害者に対するサービス提供義務は一般的義務か個別具体的義務か. 地方自治
体が負う障害者へのサービス提供義務は財源に優先して負う義務となるのか (貴族院・多数説は
これを否定する), といった問題が派生し, 容易に障害者個々人の人権に対する義務にまで昇華
できない事情がある.
例えば, ニーズに関する適切な評価なしにサービスが抑制されたり, 削減されたりする場合が
あり, 高いニーズの評価を受けた者に対しては優先権があり, 低いリスクの評価を受けた者に対
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しては支給額が抑制される場合がある. そうした地方自治体の運用 (心証形成) には,
①地方自治体は, サービスの必要性と配分の決定に際し, 財源を提示する義務を負っているか
否か
②配分を決定した後に, 財源の乏しさを理由に義務の履行ができないとすることは, 正当な抗
弁足りうるか
③地方自治体当局は当初の査定において財源問題に配慮できるとすれば, 再査定も当局委員会
に委ねられるのか, その場合, 当局の単なる ｢努力目標｣ ではなく, ｢当該個人のニーズに
具体的に合致するよう配分する必要性｣ を委員会が認定した場合は, 当局の配分義務は発生
するのか
といった点が問題となる. こうした問題に個別具体的に対処できる明確な法的根拠が必要となる.
地方自治体が, ニーズを充たすべく配分する必要性があるか否かを決定するに際し, 当該ニー
ズはすべて必要か, 部分的に必要か, どれくらいの程度か, どの障害レベルが必要性の位置にあ
るのか, などが規範的基準において見極められなければならない. 必ずしも, 常に財源がニーズ
を決定づける前提条件とはいえない. なぜなら, ｢財源の枠内で自治体の応ずる義務｣ が安易に
許されるならば, 基本的施設 (infrastructure) への出費に偏り, 直接的, 具体的出費を抑制す
る傾向が助長されかねないからである.
 ニーズから発する ｢権利｣ 性
ニーズは客観性と標準性という 2 つの要素を担う点で, 単なる必要 (want) とは異なる. そ
うはいっても, ニーズの発するところに権利が存在するのか, 基本的ニーズがあるとすればどの
程度に基本的であるのか, どういったニーズが人権にまで昇華するのか. また, ニーズは, 人々
が人権にまで昇華させるべきであると信じている内容を, 下回ったり上回ったりするかも知れな
いし, 枠組みを広く取りすぎるかも知れないなどの点で, その概念はすぐれて相対的なものとい
えなくもないのである(13).
人権に比重をおくアプローチからのこうした問題点の指摘は, 例えば適格査定基準が個々人の
人権と矛盾のないことの根拠を明示させ, 司法救済を求める声が市民生活の場で生かされる可能
性を強固なものにしたい, からに他ならない. それには最初の段階で, 法廷代理人をいかに獲得
するか, 人権の意味・内容, 権利能力付与の形態 (お金をどのように使うかを決定する権利, ニー
ズを充たす権利, サービスに対応する権利) などについての法的整備が必要となる.
いまだ未発達であるこうした権利が法上規定されたとしても, 予算との緊張関係が回避される
わけではないので, どこまで具体的権利たり得るかが立法化 (施行規則等を含め) の焦点となる.
障害者の自立, 地位向上の手段として, 障害者の定義や適用範囲, 諸権利を自らが法の適用を受
け司法の場に臨んで確認できれば, 障害者の自立, 地位向上の内実は大きく前進することになる,
といった認識に立っているのである.
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 障害者の市民的権利の社会的・経済的権利性
障害者個々人が, 自立を得て選択した範囲内で最小限度の社会参加を果たす, そうした市民的
権利は障害者の客観的で標準的なニーズを充たすべくサービスへのアクセス権を取得することか
らはじまる. とはいえ, 司法上の効力が法認されなければ, 障害者はかかるサービスへのアクセ
ス権を実質的に獲得したことにはならない. 財源は無限ではないので, そうした障害者のニーズ
を充たすべき権利は, 第三者の決定次第で権利行使への門は鎖されるといった意味合いを持つ,
それ故に障害者の市民的権利は社会的・経済的権利といえるのである(14).
イギリスにおけるコミュニティケア・サービスへのアクセスの場合は, 社会政策における社会
保障給付金へのアクセスの場合とは実質的に異なる. 社会保障給付金の場合, 所得代替給付金
(income replacement benefits) に関するニーズの定義は, 主に政府によって定められ, 査定基
準は全国的に同意された指針に基づき, 業務担当職員により地方レベルで運用され, 規則に基づ
き適切に運用されたとは思えない場合は裁判所への提訴, 適格評価についての交渉や監督者決定
に対する不服申立, 補助給付金の請求などがある(15).
コミュニティケア・サービスへのアクセスの場合は, 障害者として集団的, 一体的レベルで捉
えるべき問題と, 個々の障害者に固有のアイデンティティーを見据えた個別的レベルで捉えるべ
き問題とが, 混一化される虞れがある. 自立した生活といっても, 起床・就寝・食事・入浴など
が自由にできない者, 専門家などの精密検査ないしコントロール下に置かれる者など多種多様で
ああって, コミュニティケアを含む健康管理権等を詳細に明文化した上で個別具体的な運用が不
可欠となる.
また, 労働者として受け入れを待つ障害者は, 事業や企業の正門に到達する前の段階ですでに
上述のごとき難問ないし障壁に遭遇し, それらをクリアーしなければならないことになる. 職務
担当者が, 障害者のそうしたニーズへの対応にかかわる深い素養を欠くと, 信頼関係がアンバラ
ンスなものとなりサービスへのアクセスを回避させがちな振る舞いに陥り, 機会均等扱いとはほ
ど遠い齟齬が生じる. 企業収益・財源の門番としての専門的職責と障害者のニーズへの対応上の
職責との緊張関係は, 当該職務担当者が障害者である場合, 障害者の ｢社会モデル｣ 等において
素養を育んでいる場合, ないし障害者意識を持ち合わせている場合等々は, 対等市民としての均
等感覚を具備した適切な職務遂行の可能性は高まる. ニーズの査定評価は, ある意味では資格を
優先させた専門家に依拠するより, むしろ上述のような均等扱いに精通した熟練者による場合に
効果的である, ことを意味している(16).
社会的, 経済的統合化の道筋に即して, 労働をはじめ居住, 教育, 交通, レジャーなど市民生
活へのアクセス権の実効性確保を見据えるならば, 障害者の市民的権利は社会的・経済的権利性
を強めるのは必然的である.
2) アリソンの見解
アリソンは, ニーズ論と人権論は二極分化さるべきではなく, 両概念は著しくオーバーラップ
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する, との立場に立っている. それは, ニーズをベースにした主張が明文化されあるいは司法上
容認されて権利の具体化が図られてきたこと, そうした事実経過は否定できないとしても, ニー
ズをベースにおいた権利主張と実質的効果とのギャップが余りに大きすぎた, との認識による(17).
また, レン・バルトンの主張にみられるように, 近年, 台頭してきた市民概念は, いわゆる能動
的市民を優先する傾向が強く(18), 立法に際し障害者の自立, 地位向上の徹底化を図ろうとする場
合, 現存する差別に対して機会均等原則が取り入れられたとしても, それは障害者の政治的, 経
済的権利かあるいは市民的, 政治的権利か, それとも両者を含むものかが鮮明でなく, 実質的に
は権利保障に比しむしろ重い責任や義務を負わされかねない, といった危惧があるからである.
ニーズから発する人権論の問題点として, どういったニーズが権利に昇華されるのか, いかな
る権利がどのようにしてニーズをベースに具体的権利とされるのか, さりとて明文化が果たされ
ないまま推移すれば権利の曖昧さ不明確さを引きずることになるので, 立法, 実際の運用, 司法
判断の 3 つはセットとして把握されなければならない, アリソンはこのような見解に立つもので
ある.
その上で, 福祉条項と人権とを関連づけるものとして,
①障害者個々人の均等な市民生活の享受にとって, 真に基礎的で必要最小限度の物質が享受で
きなければ, 市民的, 政治的権利保障はその価値ないし意味を持たなくなること
②最小限度の物質の提供は, 例えば教育が社会・経済発展への投資と目され, 健康管理が健全
な労働力確保に資すると目されるように他の利益や価値を伴うものであること
③人権論に依拠してかかる要求を構成することは, 福祉サービス受給者の屈辱感や気後れを和
らげる点でも効果的であること, などを指摘している(19).
このような思考の下に, 単なる受動的市民の地位を返上して, 自立した市民としての人権・法
上の地位の確立, すなわち, 雇用をはじめ住居, 教育, 輸送手段等広範な分野での機会均等扱い
(請求権, アクセス権, サービス権等) の確立, ないし直接的にとどまらず間接的差別の排除を
目指すものとなっている. 障害者の雇用と不可分の広い分野を射程に入れた機会均等扱いの主張
は, 後述議会審議での基礎的部位を占める事項でもあった.
Ⅲ 立法に向けた共通認識の形成と対立点の明確化
1 政府の対応
ニーズと権利とのかかわりに深い関心を持っていたマック・マスター (労働党) は, 1993 年 1
月 (22 日) 政府に対して, 障害者の雇用, 職業訓練, 教育, レジャー, 公共輸送, 施設, 商品
等へのアクセスにおける, 障害を理由とする差別禁止・障害者の市民権立法の計画および障害者
対応策について, 真意を質した. これに対しメジャー首相は, 現段階では立法計画, 法制定への
段取りは何ら持ち合わせていないこと, 教育と説得により不当差別の排除に努めることが最も実
施され易い方法と信ずる旨, 答弁した(20).
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さらに, 同議員が, 障害者の雇用に関して, 現在の職業, 賃金・手当・謝礼金, 週の拘束時間・
日数, 障害者雇用地方委員会の委員に指名された者の辞職, などの公表を迫ったのに対し, ミカ
エル・ホルシー雇用相はそれら事項の直接回答を避け, 障害者の雇用に関しては引き続き障害者
登録制・割当雇用率制を基礎においた雇用促進を図っていきたい旨, 述べた. すなわち, 割当雇
用率充足度の計画的な点検, 割当箇所の実態調査, さらに雇用主は障害者を適職に就かせる義務
と責任を負う立場にあり, 雇用の促進を図ることも任務の一部であることを喚起して, 障害者雇
用の促進を図りたい旨述べ, 現行制度下での取り組み努力を強調した(21).
こうした政府側の対応は, 1993 年当初の段階においていまだ立法化に向け本腰が入れられて
いないこと, 現行維持の姿勢を崩さないことを改めて明示したことになる. 実際この時期, 政府
(保守党) 内において法案作成準備は緒についていなかったことが, 後述 2 年半後の, 割当雇用
率制廃止などを含む政府法案と迅速な逆転立法措置から伺えるのである.
2 法案の原則に関する共通認識の形成
だが 1993 年, トム・コックス (労働党) 等による市民権法案が下院を通過し, 6 月には成文
化の機運が高まった (2. 26). 議会審議は, もっぱら労働党の議員立法案を基調に自由民主党の
賛同をえて展開されており, 保守党内からも同法案への同調者が出始めていたのであるが, 第 2
読会に入った段階で保守党の猛反対に遭遇し廃案となった. 障害者支援の院外活動が活発化する
なかで, 1993 年 11 月ロジャー・ベリーとキングスウッドのメンバー (労働党) により, 上記モ
リス法案が再提出された.
これら市民権法案は, ①障害者雇用を第一義として掲げた点に特徴があり, その上で, ②それ
と不可分な教育, 住居, 公共輸送, 施設・設備, 商品, サービス等広範な分野におけるアクセス
障壁の除去, ③公私にわたっての不利益差別の禁止, ④差別の撤廃を実現するための支援機関の
設置, ⑤裁判所への提訴権の付与, ⑥ ｢有資格障害者｣ の定義と適用対象者, などを骨子として
いた(22).
モリス法案は, 第 2 読会 (1994. 3. 11) において ｢実施困難｣ とされる部分に関する議論は残
されたものの, 法案の性格や基本的・原則的部分 (雇用, 住居, 教育, 輸送等々において障害を
理由とする差別禁止, 障害者の市民権保障など) については 235 対 0 で承認された. 採決に入る
前の時点で, 通常は修正箇所の明示がなされるところ, 政府側からは何らの修正点 (案) も示さ
れなかった.
そうした展開を目の当たりにしてジェルミー・クーパーは, 下院の委員会段階で審議が尽くさ
れ立法化の気運がみなぎり, キャンペン団体は大幅な前進の感触を得て大いに勢いづいた(23), と
評している.
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3 コスト・財源問題の浮上と対立点の明確化
 コスト・財源問題の浮上
ところで, 政府側は市民権法案を検討する常任委員会 (standing committee) を下・上院に
設置し (1994. 3. 30 設置, 4. 11・12 発足), 主要事項から細部事項にわたり徹底的な吟味を開始
した. クーパーが, この段階に至って事態は非常に悪くなり始めた(24), と論評したように, この
委員会での吟味が後述のごとく転換の契機をもたらした.
上院常任委員会において, 保守党は上記法案に対する修正動議を口頭で申し立てたが, 何ら具
体的な修正箇所も示されないまま継続審議とされ, 下院に戻された. 下院 (4. 29) では, 雇用,
教育, 職業訓練, 公共輸送等々あらゆる市民生活領域における, 障害を理由とする包括的な差別
禁止に関する審議が行われた. 第 1 議事録段階に至り 5 人の保守党議員から 80 余箇所からなる
修正案(25), が示され修正案をめぐる審議が下院において開始された (5. 9－20).
立法化に向かっていた雰囲気が急変したのは, 実にこの時点からであった.
 新保守主義からの対応と対立点の明確化
労働党議員からは, ｢第 2 読会の段階で何故反対しなかったのか｣ など異議が噴出したが, こ
れに対しメジャー首相は, 選択の自由, 所有権, 責任とチャンスを基本原則とした取り組みを行
う旨, 答弁するに止まった. 最終的に, ニコラス・スコット社会保障・障害者担当副大臣は, 議
事進行を妨害する意図は毛頭ないとしつつも, ｢政府は同法案には深い疑念を抱いておりそれを
支持するとは一言もいっていない, 170 億ポンドという巨額の財源が必要と予測されるが故に同
法案は受け入れ難いというのが政府の本音である｣ と答弁した(26).
この本音発言は, ｢過保護｣ な行政府への依存状態を戒め, それに陥らないよう政策を転換さ
せる決意表明と受け取られるものであった.
提案側ベリーの即時成文化の要求に対し, スコットは, 共通認識事項については確認されたが,
法制定の段取りはいまだできていないこと, 法が誘引する支援の重さと法の実施に向けた雇用主
の出費, 商品・サービス・施設提供者の負う負担額の見極め, 例えば輸送手段, 住居・建築物,
施設, 設備・機器などに対するニーズ, 教育に対するニーズの見極めがいまだ整理されていない,
と応じた.
かくして, 不合理な差別に対する法的救済を受ける権利, 雇用主が負担するコスト・財源問題,
および実施に向けた準備期間等が争点とされ, 障害者側ニーズと企業側対応との調整の必要性が
指摘されたのも, この時点からであったのである(27).
保守党 (クリフトン, ブラウン等) は, 主につぎのごとき 4 点を上げ政府答弁を擁護した.
①従来, どういった施設や支援が障害者により活用されてきたのか, その実績を慎重吟味して
170 億ポンド必要とされる試算内容を解明すべきである.
②障害者の自立を促し, 雇用主 (労働組合も含む) には長期かつ最大量の雇用努力が期待され
るが, 他方で経済的効果をもたらす障害者の役割についても過小評価さるべきではない.
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③職業訓練, 教育, 公共輸送等へのアクセス手段について, 障害者側のニーズと企業側の対応
との調整を如何に図るかが問題の焦点であり, 特に, 建築業界が改築・改修・改装工事 (例
えばホテル, 学校, 劇場, 港・空港, スポーツクラブ, 官公庁, 電話ボックス) などに投じ
なければならない経費は莫大なものとなるので, その見積りと費用の捻出をどのようにすべ
きか急ぎ検討されなければならない.
④結局, 障害者のニーズについては理解するし, 差別禁止の目的に賛成はするが, 同法案は増
税の恐怖を選挙民に与えるもので, 上限のない小切手のようなものではないか.
などと, 要するに経済的整合性問題が未解決であることを主たる理由に, 政府を擁護した(28).
提案側からは,
①イギリスはもはや障害者の市民権確立の最初の国ではなく, 国際社会の潮流に乗る最後の国
になってしまった, 英国議会の権威のためにも即刻, 障害者の市民権を確立すべきであるこ
と
②保守党は高価につく法案というが, 類似法を制定した諸外国がそれ故に経済的混乱に陥った
とする事例はないこと
③改築・改装等工事のうちとりわけ古い歴史的ビルのそれには困難が予想されるので, 公私の
経費とタイムスケジュールを具体的詳細に示すべきであること
④安全性, 自立性, 自尊心など人間としての根源的権利の立法化が阻まれる事態になれば, そ
うした事態に留め置くことの正当性を逆に政府は立証しなくてはならないことになり, すで
に性・人種差別禁止法が制定されているので, イギリスにおいても先例となる立法例がない
とは必ずしもいえないこと
などと反論した. 上述保守党議員発言との間には, 具体的詳細なコスト・財源見積りの必要性の
点を除けば, 障害者の人権確立に向けた隔たりの大きさを印象づけた. そこで, さらなる審議時
間の保証か, さもなくば修正案の撤回を求めたが拒否された(29).
1994 年 7 月 (15 日), ウイリアム・ハーグ社会保障・障害者担当相 (スコットの後任) は,
｢障害者の差別に関する政府対策委員会｣ の報告書において, スポーツ・レジャー施設, 観光,
芸術, 演芸, サービス等へのアクセス問題について, 産業界や他のプロバイダーの間に戸惑いが
あること, 特に小企業主に大きな影響を及ぼすと懸念されること, を指摘した. それを受けて保
守党議員からは, 法はできるだけフレキシブルであることが望まれ, 実施に向け関係省庁にかか
わるタイムスケジュールを急ぎ煮詰めるよう要請がなされた.
上記法案は, 企業と社会に多くの責任と義務を課すもので高価な法律となるとする雰囲気が強
まるなかで, シーマンは ｢首相は, '90 年代に新保守主義 (厳密にいえば, 新自由主義との間に
若干の違いがあるとされるが, 本稿ではそれを気にせず, 同議員の表現で統一する) をすべての
市民に浸透させたいと考えているのか｣(30)と詰め寄り, また, ベリーは, 同法案を廃案に持ち込
ませないで, 下・上院での審議促進を図るため保守党の修正に応じる旨の妥協案を提示したにも
かかわらず, 受け入れられないまま, 市民権法案の是非をめぐる審論は最終局面を迎えた.
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Ⅳ 新保守主義からの法案と対立点
1 新保守主義からの法案の法制化
1995 年 (1. 12), ハーグ社会保障・障害者担当相は政府の差別禁止法案 (Disability
Discrimination Bill (HC Bill 32) を上程した. この政府案は, 従前の審議状況と異なった手際
よさ迅速さをもって展開されることになる.
政府案は, 第 2 読会 (1. 24) を経て常任委員会に送付された (同日, 下院において同法案に
基づき必要とされる公的資金の拠出認可が決議, 承認された). この常任委員会で実質的な審議
が行われ, 若干の修正を経て (1. 31―2. 28), 第 3 読会 (3. 28) に移送された. ハーグは ｢あら
ゆる側面から経済的考察を綿密に行う｣ 旨の決意を示すと同時に審議を急ぐよう促した(31).
同時期に, 労働党のハリー・バーナー等が提案した市民権法案は, 第 2 読会まで進んだが, 政
府側から 100 余箇所の修正をもって反撃され骨抜きにされた. こうして 15 年間の長きにわたり
取り組まれた市民権法案は, ついに制定の途を閉ざされたのである (2. 10)(32).
それに対し, 政府案は上院第 1 読会 (3. 29), 第 3 読会 (5. 22) での修正を順調に経て通過し
(HL Bill 54), 下院に送付され 3 日間にわたる本会議 (6－13・15・27) で追加修正がなされ
(HL Bill 120, HL bill 135), 上院に送付され (7. 18－20), 第 3 読会での修正を経て下院に返送
された (10. 24). 下院は上院第 3 読会での修正のうちの 1 つにつき不同意とした上で, 追加修
正を加え上院に送付した (HC Bill 182, 11. 6). 上院は下院の審議結果を受け入れたので同法案
は女王の裁可を得て, ｢障害者差別禁止法｣ として成立し (1995. 11. 8), 直ちに, 施行規則等の
制定作業に入った(33).
この間の手際よい制定経過については幾つかの論文が紹介しているが, 攻防の内容を詳論した
ものはないので, 議会審議を踏まえ主要な論争点を整理すれば, つぎのごとくである.
2 共通認識事項と対立事項
 立法への共通認識事項
上述のごとくチャリテーから市民権の即時確立へという主張は後退を余儀なくされたが, 障害
を理由とするいかなる差別態様も自然的正義に根ざした基本的精神に反すること, 諸権利を保障
するという点において与野党間に異論はなかった(34).
障害者の定義については, すべての障害者を対象にしないとしても, 1944 年法 (Disabled
Persons (Employment) Act), のそれより適用対象者の範囲を広める点で意見の一致をみた(34).
適用対象者の範囲拡大の視点は, 精神障害のそれは身体障害より広く, 精神保険法 (Mental
Health Act) 上の範囲を超え, 長期か短期かにかかわらず適用対象者とし, 当然, AIDs, HIV
感染者, 癌・白血病患者等も含めるべき(35), とする意見が大勢を占めた.
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 修正案の提示
下・上院の審議内容は, 争点が噛み合わなかあった部分, 反対意見の表明に終わった部分を際
立たせ, 守勢にまわってきた保守党の巻き返しを強く印象づけるもの, となっている.
政府案に対し労働党は, 概ねつぎの諸点を重要視した.
①障害者の定義 (狭い)
②20 人以下の小企業主の適用除外 (反対)
③障害者の権利の具体化にかかわる実質的な権限を有する機関 (委員会) の設置
④施設, 商品・サービスの提供者および雇用主の責任と安全性配慮の明確化
⑤さらに, 障害者雇用の促進, 割当雇用率制の廃止 (反対)
などの事項を指摘した. そのなかで例えば③について具体的には, EOC・CRB のような政府
の財政支援をうけた独立機関 (委員会), 主要なケースに対するアドバイスに加え財政支援が
可能な機関 (委員会), 悪質違反者を摘発する権限を有する機関, 法の全般的運用にかかわる
対応のできる機関 (委員会), 実施綱領を作成する委員会, 法の全領域にわたる教宣と公開制
を通して助言できる機関 (委員会), 保険はそれ自体の性格からリスク (査定, 選択, 拒否な
どの識別や不当に高いプレミアムを課す等) を伴うので, 法的に解決できる権限を付与した管理
システム (担当大臣の権限強化), 支援措置の充実, などの諸点を上げた(36).
割当雇用率制の取扱いは雇用確保をめぐって真っ向対立するところとなったが, その主な理由
は概ねつぎのように整理できる.
 割当雇用率制
割当雇用率制の未充足は広く知られているが, それは政府が 1944 年法上の雇用義務を軽視し
た雇用主を放免するなど, 強硬な雇用率充足措置をとらなかったことに起因している. そのため
に多くの障害者が就労のチャンスを逸してきたのであって, そうした事態が障害者登録に応じな
かった主なる要因である. 廃止を伴う法案が成立したとしても, この先, 障害者雇用が促進され
るという保証は何もない.
したがって, 政府の廃止案は主客転倒もはなはだしく, 賦課金等の納付制度に切り替えるなど,
より実効性を上げる制度改革に取り組むか, 少なくとも猶予期間をおくべきである. また, 新た
に勤労権を規定するにしても, その効果について監視権限をもつ機会均等委員会, 救済申立に関
し助言に止まらず法定代理人をつけるための支援措置などの設置が必要となる, とした(37).
 障害者の勤労権と適用事業,
政府案を支持する側の発言要旨はつぎのごとくである. 650 万人余の障害者のうち, 労働年齢
(16 才) に達した者から退職年齢者までの 500 万人余のなかで, 急速に高齢化現象が進んでいる.
そうした状況のなかで, 障害者に対する多種多様な差別 (嘲笑, 哀れみおよびチャリテーなどに
対する複雑な心理的素地, 障害者やその家族とのコミュニケーションの方法さえ知らない医師の
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存在) を終わらせ, 障害 (者) に適する仕事を見いだすこと, また, 新人採用募集時における再
職業訓練 (とくに知的障害者に対する職業訓練) を重視すべきこと.
その達成は, 障害者の諸権利を保障することにあるが, だからといつて特権を付与するもので
はなく, 障害 (者) にとって適切な仕事を掘り起こすこと(38), その際の採用拒否にかかわる正
当性判断, 障害者雇用になじまない職種についての検討も必要である(39).
さらにこの法案は,
①結果として国際競争力に影響をもたらすので, イギリス企業の支出増は最小限度に抑えたい.
企業負担の概算は 375,000,000－1,125,000,000 ポンドに及び, 年間 40,000,000－120,000,000
ポンドに及ぶ. 1993 年以降, 米国, 日本経済が不況に陥り, その煽りで失業増をもたらす
虞が生じている.
②雇用, 教育, エンターテイメント・文化面, さらに商品, 施設等へのアクセスは障害者差別
の典型といえるが, 新たに建物を建てる場合と異なり何世紀にもおよぶ歴史的な建築物の改
築・改修には莫大な費用と幾多の困難を伴う. さらに自動販売機, 銀行の自動預入支払機,
電話ボックスなどにまで操作補助者が必要か.
③教育へのアクセスは現場に到達する問題の他に, カリキュラムへのアクセスの問題があり,
下級から高等教育機関までの一貫性という問題も内包している. 教育現場の実情としては,
96 大学と多数の下級教育機関に対して余り困難を強いるべきではない. なぜなら, 障害者
用のトイレを設置していない教育機関は, 小学校で 65㌫, 中学校で 55㌫というのが実状で
あって, 年少障害者教育に対する理解度はいまだ社会的に成熟しているとはいえないからだ.
④そうした問題を総合的に勘案するならば, 20 人以下の従業員を雇用する雇用主にまで適用
拡大すること, それが過重な負担に過ぎるとすれば, だれが費用負担をするのかを先に解決
する必要がある
⑤他方, 小企業主 (90㌫が農村地域でその 60㌫が障害者を雇用してもいる) を適用除外して
も, 80㌫の障害者は包含されるという事情もある.
など, 私企業の負担増を懸念して経済との整合性を求める声が高まり, 20 人以下の従業員を使
用する小企業主を境界線上におく適用除外論が強まったのである(40).
これに対し適用除外を設けることに反対する立場は, 障害者の雇用確保の道筋を割当雇用率制
の改革・存続と連動的に捉えるものである. 政府案は, 結果的に企業規模により差別の温存を法
的に許すことになり, 10 人未満の従業員を雇用する雇用主にも適用拡大しないと除外企業が多
くなりすぎる (農村地区では 99㌫, 全国的にも 96㌫強が除外される) と反論した(41).
3 合理的な調整措置の必要性
合理的調整 (reasonable adjustment) の考え方は, 実効性を罰則をもって確保することに対
する根強い反対論(42), 上述のごとく高価な法律となるとする見方からの経済的整合性論, 障害者
に対する差別的な扱いを単に禁止するだけでは真の実効性は期し難いとする議論, などをどうク
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リアするか, 大詰めの処置として考えられたものである.
法案を審議する場合, 例えば障害者の雇用にとって不可欠条件となる建物, 施設, 機器類等へ
のアプローチと, 職業訓練・リハビリテーションや治療など雇用主の負う義務・コスト負担と,
企業収益に及ぼす影響度などをいかに合理的に調整するか. 確かに, 障害者のアクセス問題は余
りに多種多様であって, その環境整備は容易ならぬことであるに違いない. フラターの発言に象
徴されるように, 障害者の機会均等保障を歓迎はするが, 性・人種差別禁止とは異なる面もある
ので, ｢雇用主やサービス提供者をして法的に責任と義務を負わせることに, より好ましい取り
扱いの手法｣ を求めるとする保守党内の声は高まった. こうして, 障害者支援のための道理にか
なった合理的な措置策がとられる運びとなったものである(43).
障害者側が最も注視してきたことの 1 つは, コスト・財源の制約を理由とする政府ないし企業
(雇用) 主の履行義務と人権保障との緊張関係であったが, その義務履行は経済的整合性をベー
スにおいた合理的調整に依拠する方向性が強まったのである. 割当雇用率制を廃止した上でのか
かる手法の制度化は, 果たして障害者の雇用促進に繋がるのか, 障害者および上述批判グループ
からはその不確実性が危惧されたのである.
Ⅴ まとめ
障害者の社会的, 経済的統合化に向けた立法時代に直面して, イギリスでは 1990 年代に多数
の障害 (者) に関する法律が制定された. その前半期に盛り上がった障害立法議論は, それぞれ
の立場に固有の価値観や基本的考え方に深く根ざしながらも, 接点を模索した. 決して, 同一線
上に集約されない, 共有を果たしえない多くの部分が残された.
ニーズ論の転換, コスト・財源問題の浮上による対立点の明確化, 合理的調整論の制度化等々
は, それぞれ固有の立場からの障害者の自立と地位向上に向けた手法を示したものといえる. 結
果的には, 従来のイギリス型福祉国家は市民を過保護な行政府依存状態に陥らせてきたとして,
それを転換し経済との整合性概念をより強くより鮮明化する方向で立法化が迅速に展開されたの
である.
90 年代末, 保守党からニュー労働党へ政権が移行して以降も, 立法化路線は踏襲され推移し
てきている. 狭義の福祉議論からみれば, 急ぎ障害立法を制定させ国際的な足並みを揃えること
と, 障害者の自立, 地位向上が実質的に果たされることとは別次元の事柄といえる, との指摘が
ある. DDA をめぐって, ｢同法は障害者の権利促進運動の究極的な成果だ｣ と評する見解もあ
るが(44), 大方の見方は, 障害者側の権利の具体化についての不満は大きいとしている(45). 15 年
余の歳月を要した障害者の市民権確立運動の意図した制度であったか否かは, 他の法令ともかか
わった実際の運用と司法判断を通して実証されることになろう.
日本では, いまだ障害者の人権をアーチ型に覆うような大掛かりな障害立法形成の議論はない
が, 諸外国に遅れをとったイギリスの立法過程での論争は, 幾つかの示唆を与えるものがあった.
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ニーズ論を取り上げたのは, それは単一的ではなく立法過程, 制度の運用, 従って法解釈にも
(その点の論述は次稿) 深くかかわっていることを見極めるためであり, 議会の立法審議 (発言
内容) をやや詳細に取り上げたのは, 審議の場での対立点を明らかにすることに合わせ, 将来的
に日本でも審議されるかも知れないことを慮って, 差別の実態とその克服にかかわる審議内容を
対比したいと思ったからである.
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